
戦略①戦略① 日本のシンクタンク、そして、アジアのセンターへ日本のシンクタンク、そして、アジアのセンターへ

これまでの平和利用の技術的知見・経験が活用できる分野を中心に、研究
テーマを設定し、その成果を国内外に発信する等、政策的影響力をつける
⇒NPT加盟・非核兵器国として平和利用と核不拡散両立の日本モデルの確証と国内外へ
のアピール

⇒わが国の原子力政策に影響を及ぼす恐れのある米国GNEP、多国間管理構想、燃料
供給保証等に関連した政策研究

米欧とも連携しつつ、近隣アジア諸国との情報交流、共同研究等を通じてアジ
アのセンターを目指す
⇒近隣アジア諸国との人材の交流、透明性向上等の共同研究の実施等

核不拡散に係る世論形成への影響力
⇒評価される成果の効果的発信

⇒核不拡散分野で国内外で評価される専門家の輩出

⇒充実したHPの運営・維持、「核不拡散・平和利用啓蒙本」の出版

⇒今日的なテーマを選定した国際フォーラム・シンポジウムの開催

⇒国会議員、国内外プレス、行政機関、関係機関等での成果発表機会設定

戦略②戦略② 日本のための、そして世界のための核不拡散技術開発（我が国がリーダーに）日本のための、そして世界のための核不拡散技術開発（我が国がリーダーに）

米国GNEP、第4世代原子力システムプロジェクト、IAEA等の動き等も念頭に、
平和利用技術の実績をベースに我が国が本分野の技術をリード
⇒先進的原子力システムの核不拡散技術開発（保障措置・計量管理技術、核拡散抵抗性
評価手法等）を、効果的、効率的な視点で開発を進めるべく、国際的なリーダを目出す

核テロ対策等、核物質防護強化（原子炉等規制法改正等）に関し、合理的か
つ効果的な措置（システム）の技術開発とアジア等への技術支援

戦略③戦略③ 技術的知見・経験をベースとした国際貢献技術的知見・経験をベースとした国際貢献

関係行政機関・国際機関等の要請に基づき（外部資金等）、非核化支援等を
機構内の拠点・部門の技術的潜在力を結集して、機動・迅速に成果を提供
⇒未申告活動の検知技術等（高度環境分析等）、IAEA保障措置への貢献

⇒ ロシア核兵器解体プルトニウム処分技術支援、

⇒包括核実験禁止条約（CTBT）監視システム構築へ貢献

戦略④戦略④ 人材育成人材育成への貢献への貢献

大学や他の関係機関と連携し、核不拡散に関連する国内外研究者等の人材
育成、国や国際機関等への人的貢献を行う（プラットフォーム的役割も）
⇒育てるべき人材設定と育成のための長期的キャリアパス計画の立案・実施

⇒原子力以外の分野を含めた幅広い人事交流（関係行政機関、産業界、海外の機関）

⇒国際機関等における重要ポスト（IAEAの部長格等）の確保

（育てるべき人材）

核不拡散政策立案者

核不拡散科学技術センター幹部

IAEA等国際機関の重要ポスト

東大原子力国際専攻の客員教官

核不拡散政策研究者

（想定されるキャリアパス）

機構内職場（再処理技術開発センター、プルト
ニウム燃料技術開発センター、次世代原子力シ
ステム研究開発部門、その他）

機構外の職場（文科省、経産省、外務省、内閣
府、国際機関、JNFL、NMCC等）

東大原子力国際専攻博士課程

原子力国際留学（研究開発機関、海外シンクタ
ンク等）

３．戦３．戦 略略

エネルギーセキュリティと地球環境の保護を目指し、これまで培ってき
た原子力研究開発の豊富な知識と経験に立脚し技術力を結集するとと
もに、内外の関係機関と十分に連携し平和利用と核不拡散の両立のた
めに貢献を果たす

１．１．原子力機構の核不拡散対応の理念原子力機構の核不拡散対応の理念

わが国のわが国の平和利用を推進し、平和利用を推進し、核不拡散政策を支援する中核的機関を目指す核不拡散政策を支援する中核的機関を目指す
自らの核物質管理を的確に行うとともに、機構内の技術的潜在力を結集して、核不拡散
技術開発、政策立案支援、核軍縮支援、人材育成等、国内外に認められる成果を創出

核不拡散を巡る国際情勢が揺れ動く中にあっても平和利用と核不拡散の両立に関する
ブレない知見発信

関係行政機関をはじめとして国内外から高い期待と信頼を有する機関

５つの役割５つの役割
核不拡散政策調査研究（シンクタンク機能）

適切な核物質の管理（保障措置・計量管理、核物質防護、核物質輸送、研究炉燃料調
達・処理等）

核不拡散技術開発（先進的保障措置、核物質防護、核不拡散抵抗性評価技術等）

非核化（核軍縮）支援（ロシア核兵器解体プルトニウム処分、CTBT監視システム構築等）

核不拡散分野の人材育成・人的貢献

２．核不拡散科学技術センターの目指すべき姿と役割２．核不拡散科学技術センターの目指すべき姿と役割

原子力機構の原子力機構の
核不拡散戦略核不拡散戦略についてについて
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原子力の平和利用と核兵器不拡散条約原子力の平和利用と核兵器不拡散条約(NPT)(NPT)体制体制

核兵器保有国

米、露、英、中、仏

NPT加盟国

NPT非加盟国 NPT脱退宣言
インド

パキスタン
イスラエル

北朝鮮

核兵器保有、疑惑国

核兵器非保有国（184ヶ国:北朝鮮含む）

日本
商業再処理施設 商業濃縮施設 原子力発電所

ドイツ、オランダ
商業濃縮施設 原子力発電所

韓国、カナダ、ウクライナ、スウェーデン、スペ
イン、ベルギー、チェコ、スイス、ブルガリア等

原子力発電所ブラジル

南アフリカ（濃縮放棄・核兵器廃棄）

イランリビア（核兵器等開発放棄）

原子力発電所：20ヶ国

濃
縮
施
設
準
備
中

原子力発電所なし：160ヶ国

濃
縮
施
設
準
備
中

原
発
建
設
中

原子力の平和利用と核兵器不拡散条約原子力の平和利用と核兵器不拡散条約(NPT)(NPT)体制体制

核兵器保有国

米、露、英、中、仏

NPT加盟国

NPT非加盟国 NPT脱退宣言
インド

パキスタン
イスラエル

北朝鮮

核兵器保有、疑惑国

核兵器非保有国（184ヶ国:北朝鮮含む）

日本
商業再処理施設 商業濃縮施設 原子力発電所

ドイツ、オランダ
商業濃縮施設 原子力発電所

韓国、カナダ、ウクライナ、スウェーデン、スペ
イン、ベルギー、チェコ、スイス、ブルガリア等

原子力発電所ブラジル

南アフリカ（濃縮放棄・核兵器廃棄）

イランリビア（核兵器等開発放棄）

原子力発電所：20ヶ国

濃
縮
施
設
準
備
中

原子力発電所なし：160ヶ国

濃
縮
施
設
準
備
中

原
発
建
設
中

核物質管理学会、原子力学会 等

＜海外関係機関＞

・国際原子力機関
・米国国立研究所
・海外シンクタンク機関
・アジア地域の研究機関
等

政 府

政策立案支援情報発信

政 府

政策立案支援情報発信

核不拡散政策
研究委員会

情報共有・
政策研究の
方向性共有

課題抽出・助言

核不拡散政策
研究委員会

情報共有・
政策研究の
方向性共有

課題抽出・助言

＜国内関係機関＞

・日本国際問題研究所
・核物質管理センター
・日本原子力産業会議
・関係大学
等

東京大学大学院
人材育成

客員教員
の派遣

核不拡散科学技術センター
政策調査室

○○チーム
○○チーム

○○チーム

研究員

外部参加者

客員研究員等

研究員

客員研究員等

外部参加者

客員研究員等

外部参加者

研究員

研究チーム

・・・

原子力機構

核不拡散科学技術センター
政策調査室

○○チーム
○○チーム

○○チーム

研究員

外部参加者

客員研究員等

研究員

客員研究員等

外部参加者

客員研究員等

外部参加者

研究員
研究員

外部参加者

客員研究員等

研究員

外部参加者

客員研究員等

研究員

客員研究員等

外部参加者

研究員

客員研究員等

外部参加者

客員研究員等

外部参加者

研究員

客員研究員等

外部参加者

研究員

研究チーム

・・・

原子力機構

連携・共同研究

論文発表
連携

国際特別研究
員等よる外部
人材登用

政策研究実施体制

情報共有・連携

客員研究員、
任期付研究員
等による外部
人材登用

任意参加
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保障措置・計量管理
(SG/MA)

核物質防護
(PP)

核燃料の
調達と輸送

核物質管理の業務

保障措置・計量管理、核物質防護、輸送

-原子炉等規制法改正に伴う
核物質防護強化への対応

-核物質防護規定の改定

- 保障措置対応・計量管
理報告（国・IAEA)

- 計量管理規定の改定

- 計量管理システムの
アップグレード

- MOX燃料等輸送容器開発と
輸送

- 輸送管理規定の改定

-機構の研究炉燃料の調達、使
用済み燃料の処理、返還輸送

保障措置・計量管理
(SG/MA)

核物質防護
(PP)

核燃料の
調達と輸送

保障措置・計量管理
(SG/MA)

核物質防護
(PP)

核燃料の
調達と輸送

核物質管理の業務

保障措置・計量管理、核物質防護、輸送

核物質管理の業務

保障措置・計量管理、核物質防護、輸送

-原子炉等規制法改正に伴う
核物質防護強化への対応

-核物質防護規定の改定

- 保障措置対応・計量管
理報告（国・IAEA)

- 計量管理規定の改定

- 計量管理システムの
アップグレード

- MOX燃料等輸送容器開発と
輸送

- 輸送管理規定の改定

-機構の研究炉燃料の調達、使
用済み燃料の処理、返還輸送

全社核物質管理システム

社内LAN
（暗号化）

「JAEA各施設」

・
・
・
・

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

「デュアルサーバ」

ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ

「本部核物質管理部門」

法令報告

ﾌﾟﾙﾄﾆｳﾑ管理
状況情報提供

核物質管理状況

に関する情報公開

原子力機構全社計量管理システムの概要
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ＭＯＸ燃料等輸送容器開発

輸送時の核物質防護研究

設計基礎脅威設定

⇒ 脆弱性評価
⇒ 核物質防護対策

輸送の技術開発核物質防護の技術開発

先進保障措置機器
装置の開発

米国SESAME
プロジェクト

実験室規模
の実証

先進保障措置
標準システム

米国の先進保障措置システム

入量
槽

出量
槽 Pu 貯

槽
タンク

溶液測定・監視システム

被覆管
廃棄物測定

ガラス固化
廃棄物測定

近実時間計量管理近実時間計量管理

の適用区域の適用区域

封じ込め封じ込め
監視区域監視区域

東海再処理施設の保障措置システム

プルトニウム第３開発室の保障措置システム

その他の保障措置システム

核拡散抵抗性方法論
ゲーム理論

日本の保障措置技術

Ｇ
Ｎ
Ｅ
Ｐ
研
究
協
力

先進保障措置技術開発

3

保障措置環境試料分析技術の開発

保障措置の設計
保障措置ｴﾝﾍﾞﾛｰﾌﾟ

先進燃料サイクルシステム

（実用化戦略調査研究）

先進的保障措置
システム

査察時に採取される
拭取り試料

２層式フィッショントラック
検出器の調製

1μm以下の
Ｕ粒子の検出

灰化・分離・精製

10-12g領域Uの質量分析

・分析技術の信頼性確認

・IAEAへの分析結果の提供

IAEA（未申告の原子力活動の
検知等）への技術的支援

100
101
102
103
104
105
106

C
ou

nt
s

244242240238236234232
MASS (A.M.U.)

Uの質量スペクトル

共存不純物の除去

235U+ or 238U+

表面電離型質量分析装置

分析試料

IAEAからの分析依頼

パーティクル分析

バルク分析

極微量の核物質の
同位体比の測定に
より未申告の原子
力活動を検知

査察時に採取される
拭取り試料

２層式フィッショントラック
検出器の調製

1μm以下の
Ｕ粒子の検出

灰化・分離・精製

10-12g領域Uの質量分析

・分析技術の信頼性確認

・IAEAへの分析結果の提供

IAEA（未申告の原子力活動の
検知等）への技術的支援

100
101
102
103
104
105
106

C
ou

nt
s

244242240238236234232
MASS (A.M.U.)

Uの質量スペクトル

共存不純物の除去

235U+ or 238U+

表面電離型質量分析装置

235U+ or 238U+

表面電離型質量分析装置

分析試料

IAEAからの分析依頼

パーティクル分析

バルク分析

極微量の核物質の
同位体比の測定に
より未申告の原子
力活動を検知

添付 2



ＣＴＢＴ検証技術開発

３体先行照射
２１体デモ 処分
BN 600 ﾊｲﾌ ﾞﾘｯﾄ ﾞ炉心

20kg

270kg/y
120kg

0

200

400

600

800

1000

1200

2000 2004 2008 2012

①ＢＮ６００でのハイブリット炉心化の準備に対する支援
②ＢＮ６００での２１体デモ処分への技術支援
③日露共同研究（燃料製造施設整備）の推進

プルトニウム
処分量推移

（年）

（kg）

ロシア解体核（ロシアの高速炉［BN600］による処分協力）

・ＣＴＢＴ高崎観測所の運用、沖縄観測所の整備
・ＣＴＢＴＯ準備委員会による東海実験施設の認証前検査実施
・国内データセンター（東海）は、世界観測データのデータべース化継続

国際貢献と核物質管理について

4

人人 材材 育育 成成

2020代代

3030代代

4040代代

5050代代

2020代代

3030代代

4040代代

5050代代

育てるべき人材育てるべき人材

想定されるキャリアパス想定されるキャリアパス

機構外との人材交流

文科省、経産省、外務省、
内閣府、IAEA、NMCC
他

機構内の研究開発現場

再処理センター、Puセンター、
次世代部門、基礎工学部門、
NPSTC他

NPSTC幹部、IAEA等国
際機関幹部、東京大学大
学院教官等

海外留学、東大等社会人学生

IAEAの中堅ポ
ストや、国の査
察官等

政策立案者

NPSTCでの政策研究者
技術開発総括担当者

NPSTC政策調査室、技
術開発室

任期付任用
中途採用

地震波観測所 (170カ所)

放射性核種観測所 (80カ所+16実験施設)

微気圧振動観測所 (60カ所)

水中音響観測所 (11カ所)

各締約国へ
データ配信

CTBT国際検証体制のしくみ

国際監視制度(IMS)

CTBT機関技術事務局
国際データセンター(IDC)

国内データ
センター
(NDC)

現地査察(OSI)

地震波観測所 (170カ所)

放射性核種観測所 (80カ所+16実験施設)

微気圧振動観測所 (60カ所)

水中音響観測所 (11カ所)

各締約国へ
データ配信

CTBT国際検証体制のしくみ

国際監視制度(IMS)

CTBT機関技術事務局
国際データセンター(IDC)

国内データ
センター
(NDC)

国内データ
センター
(NDC)

現地査察(OSI)

核不拡散人材のキャリアパス
JAEA

東大原子力国際専攻
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